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一部又は全部委託

実施・運営
方法

　幼稚園・保育園・小中学校において、家庭教育に関する意識啓発のための講演や親
子のふれあい事業・体験活動を実施するよう、保護者による家庭教育学級を組織し、事
業を委託した。

　・幼児期家庭教育学級（幼稚園・保育園）　1学級3万円の委託料と講師料を補助
　・家庭教育推進事業（小学校）・家庭教育学級（中学校）小中25校で
　　5,000千円の委託料（小中学校PTA連絡協議会へ委託）

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

　幼稚園・保育園・小中学校の保護者に、家庭教育の重要性を啓発し、意識の高揚を図
る。
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実績

二
次
評
価

判定理由
家庭教育の重要性を啓発するため、説明会や情報交換会などの手法について改善の
余地があるため。

B 市が実施(改善が必要)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響

　核家族や地域とのかかわりの少ない幼稚園・保育園・小中学校の保護者に対しての、
家庭教育の機会がなくなることにより、増え続けている子育てに自信が持てない親や子
育てに悩む親などに影響が出る可能性がある。

判定理由

市が実施(現状維持又は充実)

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 A

　活動内容が友達づくりや趣味の講座だけでなく、家庭教育に関するものとなるよう学級
運営者に対して助言・指導する。

　幼稚園・保育園・小中学校の保護者に、家庭教育の重要性を啓発するための説明会
や情報交換会を設けるなど検討が必要である。

学級開設学校数

学級開設幼稚園・保育園数

事業目的の
達成状況

　幼稚園・保育園・小中学校の保護者に対して、家庭教育の重要性を啓発し、意識の高
揚を図ることができた。
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